[Material] Retailing Structure in Miyazaki by 小谷 正守 & Kotani Masamori
[調査資料] 宮崎市の小売商業構造 : 環境・構造・
活動成果のフレームを中心として
その他のタイトル [Material] Retailing Structure in Miyazaki
著者 小谷 正守
雑誌名 關西大學商學論集
巻 28
号 1
ページ 218-233
発行年 1983-04-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020807
218(218) 関西大学商学論集第2緒猿"[号 (1984年4月）
［調査資料l
宮崎市の小売商業構造
一漿境・構造・活動成果のフレームを中心として一一
小谷正守
1. 宮崎市の概要
宮崎県は，九州の東部海岸の北部は大分県に，南部は鹿児島県に，西部は
九州のほぼ中央部の南北の背梁で接する熊本県などと境界を分っている。市
制は， 1924年（大正13年） 4月1日に施行された。
小売商業と密接に関連する人口の推移を表1からみると，宮崎県人口は昭
和30~45年までは減少の一途をたどり， 46年を極小人口の底として以後増加
をしめし， 54年の人口はほぼ30年の人口に到達している。これにたいして，
宮崎市の人口は，戦後の昭和20年以降一貫して増大をつづけ， 30年から 5年
ごとの増加率は12~15彩となっている。また，県人口に占める宮崎市の人口
の割合は30年の12彩から漸次増加し， 54年では23彩に達し，都市集中傾向を
しめしている。
つぎに，産業別就業者割合を表2によってみると，県の40年と50年の対比
では，第 1 次産業では15彩の減少をしめし，第 2 次• 3次産業では，それぞ
れ4.1彩， 5.4彩の増加となっている。これにたいして，宮崎市の40年と50年
の対比では，第1次産業は37.5彩の減少，第2次産業は1.5彩の微増にとど
まっているのにたいし， 第3次産業では35.8彩の増大をしめしている。 ま
た， 50年の第3次産業72彩のうち， 30彩はサービス業によって占められてい
るのが特徴である。
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表1 宮崎県，宮崎市人口推移
宮崎県人口 (A) I 宮崎市人ロ・(B)
人 月IJ年比（％） 人 即年比（％）
1,139,384 140,782 
1,134,590 △0.5 158,328 12.5 
1,080,692 △4.8 182,870 15.5 
1,051,105 △2.8 202,862 10.9 
1,085,055 3.2 234,347 15.5 
1,130,859 4.2 257,292 9.8 
資料：宮崎県統計年鑑 (55年刊），宮崎市統計書 (55年版）
表2 産業別就業者割合（%)
宮 崎 県 宮 崎
昭50年 I45年 I 40年 昭50年 45年
第1次産業 29.3 37.9 44.3 10.9 35.7 
第2次産業 22.5 19.5 18.4 17.5 19.9 
第3次産業 48.0 42.6 37.2 71.5 44.4 
分類不能 0.2 0.0 0.1 0.1 
表3 宮崎市産業別純生産所得構成比（％）
年度 昭和49年 50年
産業別
51年 52年
第1次産業
33 I 
3.4 3.3 2.8 
第2次産業 12.6 13.5 12.5 13.6 
第3次産業 84.1 83.0 84.2 83.6 
(219)219 
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また，宮崎市の49~54年度産業別純生産所得構成比を表3でみると，第 1
次産業は 2~3％台にたいし，第3次産業は80％台を占め，第3次産業依存
型の生産所得形態をしめしている。
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2. 宮崎市の商業環境
さて，宮崎市における小売商業の大型店といえば，市内随一の商店街・橘
通りに宮崎山形屋と橘百貨店の2大百貨店が対峙し，商店街はこの2つの百
貨店を核として形成されてきた。 40年代に入って， 40年8月にショッピング
センクー・マルショックが第3番目の大型店として，橘百貨店の西側に進出
し， 47年 6 月本家内山家具店（専門店），同10月イズミャ宮崎店（スー ~f-)
がそれぞれ進出してきた。 さらに， 48年7月ホームプラザ・ナフコ宮崎店
（専門店），同10月寿屋宮崎店（スーパー），同11月宮交シティ （スー パー ，
ダイエー）の3店（総売場面積約4万ni)が進出，そして49年には，宮崎シ
ョッピングバザール（ス・ーパー，ュニード）とAコープ宮崎（寄合百貨店）
の2店が進出し， 47~49年の3年間に7店の大型店の進出となった。大型店
の進出がこのように集中した理由は，宮崎市は県のほぼ中心部に位置し，ま
た市人口の着実な伸ぴが期待され，それと同時に商圏人口の吸引が将来期待
されること，また，観光都市宮崎のイメージが定着し，観光客の入り込み数
の増加なども有望視されたのではないかとおもわれる。とくに， 45~55年に
おける宮崎市に最も隣接する町で人口の伸びのいちじるしいのは，図1にし
、めされているように，最も増加率の高い北郷町67.5彩をはじめとし，佐土原
町36.4彩，清武町36.1彩，高岡町29.2%，高鍋町16％の順になっている。
つぎに宮崎市における昭和55年3月現在における第1種およぴ第2種の大
規模小売店舗（表4) についてみると， まず第1種は店舗数13, 店舗面積
113, 730ni,第2種は20店， 19,39lniとなっている。県に占める宮崎市の第
1種およぴ第2種の割合は，それぞれ50%,23％となっており，第1種と第
2種の計では43彩を占めており，とくに第1種が県の5割を占める状態とな
っている。また，宮崎市の第 1 種•第 2 種の合計の業態別構成では総合が11
店，店舗面積107,279ni, その割合は80彩で圧倒的な割合を占めている。こ
の主なものは， 1万niを超える百貨店2店，総合スーパー 4店の計6店で約
9万叫総合店の90％を超える実態をしめしている。この結果， 54年6月現
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図1 宮崎県行政区画図
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表4 宮崎県内大型店の業態別内訳
第1種 第2種 合計 総 合 飲食料品 家 具 そ専門の他店
舗数店・ 誓店積 舗店 眉店積 舗店 冒店積 舗数店 冒積店
構
舗数店 舗面店積
構
店舗数 冒積店
構
舗店数 冒積店
構
成 成 成 成
比 比 比 比
m2 m2 m2 m• 
10 8,5m76 •
m.2 m• 
宮崎市 13 113,730 20 19,391 33 133,121 11 107,279 80.6 6.4 813,144 9.9 4 4,122 3.1 
郡城市 7 62,599 9 8,645 16 71,244 8 62,651 87.9 4 3,761 5.3 4 4,832 6.8 
延岡市 5 29,142 13 12,458 18 41,600 6 29,963 72.0 3 1,747 4.2 5 6,360 15.3 4 3,530 8,5 
日南市 2 6,607 8 6,604 10 13,211 3 8,095 61.3 3 2,312 17.5 3 2,270 17.2 1 5糾 4.0 
小林市 6 6,769 6 6,769 3 4,173 61.6 3 2,596 38.4 
日向市 3 10,234 6 7,337 9 17,571 6 13,150 74.8 3 4,421 25.2 
串間市 1 2,251 1 1,364 2 3,615 1 2,251 62.3 I 1,364 37.7 
西都市 1 2,676 5 4,010 6 6,686 2 3,361 50.3 3 2,362 35.3 1 963 14.4 
えびの市 1 1,386 1 1,386 l 1,386 100 
佐土原町 1 730 1 730 1 730 100 
清武町 1 1,101 1 1,101 1 1,101 100 
南郷町 1 508 1 508 1 508 100 
三股町 1 1,056 1 1,056 1 1,056 100 
高城町 2 2,300 2 2,300 2 2,300 100 
国富町 1 957 1 957 1 957 100 
高鍋町 5 4,806 5 4,806 2 2,832 58.9 l 597 12.4 2 1,377 28.7 
川南町 2 1,278 2 1,278 1 618 48.4 1 660 51.6 
都農町 1 708 1 708 1 708 100 
門川町 1 970 1 970 I 970 100 
高千穂町 l 1,496 1 1,496 1,496 100 
1321227,23911-83,87411181 311.11311491241.14+;.51201 15,32814・++0.658113・++3.9811 45 
資料：宮崎県中小企業総合指導センクー，「大型店の進出と商店街」昭和55年3月， 7ペー ジ。
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在の宮崎市小売店総売場面積 275,92lrri にたいし第 1 種•第 2 種大規模小売
店舗総面積133,121点で約50％を占める結果となっており， 9ち第1種は41
％を占めている。
また，昭和56年11月現在，宮崎市内の第1種大規模小売店数は，表5にし
めされているように12店で， 総売場面積lll,152rriに達している。表6によ
り，開設年次別でみると， 48年の大型店出店売場面積が約4万riで，これは
全体の36％にも及んでいる。したがって， 47年には全体の48％から一挙に84
％に及び， 49年には2店舗の開店で全体の96％にも達した。宮崎市の第1種
表5 宮崎市第1種大規模小売店舗一覧表
（昭和56年11月現在）
第1種大規模小売店舗の名称1 股 既 者 名 1開店日 1業態 1店舗面積 I烹名業ぢ嬰
寄宿
m2 
A :r ープ宮崎 （株）エーコープ宮崎 49. 4. 1 百貨店 2,229 
ツ璽ッピ，，グセ，，ター （株）宮崎丸食 40. 7. 2 スー..,{- 8,400 （株）宮崎丸食マルツ曰ク
宮崎Vョッピ，，グパザール 宗教カ法ト人リック大分司教区 49. 4.16 スーノ{- 11,222 （株）ユニード
橘ジャコス百貨店 （株）橘百貨店 52. 4.27 百貨店 19,528 橘ジャスコ（株）
ホームプラザナフコ宮崎店 （株）ナ フ コ 48. 7.20 専門店 2,346 （株）ナフコグループ
宮 崎 山 形 屋 （株）宮崎山形屋 30. 7. 1 百貨店 12,475 （株）宮崎山形屋
宮（宮交崎ンンテコィッパーズプラザ）
（株） ダイエー
他1 48.11.23 スーノ{- 20,692 （株）ダイエー
イズミヤ宮崎店 イズミヤ（株） 47.10.21 スーパー 10,908 イズミヤ（株）
寿 屋 宮，崎 店 （株）寿 屋 48.10.23 ヌ,..Jペー 16,899 （株）寿屋グ）いー プ
本家内山家具店 （株）木家内山家具店 47, 6. l 百貨店 1,919 （株）本家具家内グ山ループ
まるせい家具店 （資）まるせい家具店 50.12. 1 百貨店 2,976 （株）まるせい家具店
西 村楽 器 店 イ ケ ダ（株） 56.11.10 百貨店 1,558 （イゲダ（株））
計 12店 I I | | 11 1, g;| 
（注） 1.本表の第1種大型店が表4よりも 1店少いのは，第1種から第2種に転換した
ためである。
2.宮崎商工会議所調ぺ。
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表6 宮崎市第1種大規模小売店舗開設年次別売場面積
(56年11月硯在）
年次 店舗面積(rri) I年次累計(rri) I 累計％ l開店数
2 7 19;528 17.6 1 
3 0 12,475 32,003 28.8 1 
4 0 8,400 40,403 36.3 1 
4 7 12,827 53,230 47.9 2 
4 8 39,937 93,618 83.8 3 
4 9 13,451 106,618 95.9 2 
5 0 2,976 109,594 98.6 1 
5 6 1,558 111,152 100.0 1 
合 計 I 111,152 I I 12 
（宮崎市商工会議所調べ）
大型店舗の出店は， 47~49年に集中的におこなわれたのである。
3. 宮崎市小売業分析のための基礎データ
宮崎市小売業を環境・構造・活動成果の分析視角に沿って，昭和49年と54
年を対比しながら順次分析していくことにしよう。
(1) 環境要因
i) 宮崎市人口
宮崎市の昭和49年と54年との人口は，次式にしめすようになっており，そ
の増加率は約15％に達している。
宮崎市人口増加率(Pr)=54年人口 257,292人
49年人口 224,002人 =14.9% 
宮崎市人口は，すでに表1でみたように，昭和30年から 5年ごとの人口増
加率をみても 2桁台の増加の一途をたどっており，また県人口に占める割合
も12~22％の振幅となって逐年増加し，とくに45年以降で20％台の割合を占
め，宮崎市人口の集積を高めている。
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ii) 宮崎市商業人口 (Pc)
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49年と54年の商業人口は，つぎのとおりである（ただし，小売業販売額に
は，自動車・自転車と燃料が除かれている）。
49年の宮崎市商業人口(Pc49)= 
宮崎市49年小売業販売額 71,398百万円
宮崎県49年小売業販売額254,661百万円／県人口1,058,427=296, 746人
54年宮崎市商業人口(Pc54)= 
同54年 156,785百万円
同54年497,361百万円／同54年1,130,859人=356,485人
商業人口の増加率(Per)=54年商業人口 356,485人
49年商業人口 296,746人
~20形
上記にみられるように， 49年の商業人口は 296,746人にたいして行政人口
は257,292人で，その差は72,744人となり， 同じく54年ではその差は 99,193
人となっており，その格差は26,000人余に及んでいる。また，両年における
商業人口の増加率は20％となっている。この値は行政人口増加率約15％を約
5％上まわった数値となる。
つぎに， 49年と54年の市人口当り小売業販売額 (S/P) およびその増加率
についてみよう（ただし，小売業販売額の両年の比較では， 54年における物
価デフレートの修正値0.624をとっている）。
49年宮崎市人口 1人当り小売業販売額＝
49年小売業販売額 71,398百万円
49年人口 224,002人 =318, 738円
54年宮崎市人口 1人当り小売業販売額＝
同販売額変化率＝
54年小売業販売額 156,785百万円
54年人口 257,292人
54年 380,244円
49年 318,738円 =19.396 
609,366円
まず， 49年および54年の宮崎市人口 1人当り販売額は， それぞれ 318,738
円， 609,366円となっている。そして， 両年の比較でみると実質値では 19.3
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％の伸び率をしめし，名目値では91.2％の伸びとなっている。これを市民個
人所得の両年の伸び（名目65.2%，実質3.1%） と比較すると， 1人当り販
売額の伸びのほうが高い。
(2) 構造要因
つぎに，小売商業構造を規定する指標についてみよう。
i) 小売店舗密度の現状とその変化率
49年と54年の店舗密度は，つぎのとうりである。
49年小売業店舗密度＝ 49年商店数(T) 2,979店
49年人口(P) 224,002人 =0.0132
8 
54年度小売業店舗密度＝ 54年商店数(T) 3,778店
54年人口(P) 257,292人 =0.01468 
小売店舗密度の変化率＝ 54年 0.0146849年 0.01328=10.5% 
49年と54年の小売業商店数では， 26.8％の増加率であり，また小売店舗密
度増加率では10.5％の上昇をしめし，やや増加している。人口増加率（約15
％）よりも商店数増加率 (26.8%）の方がはるかに上まわっていることをみ
ても，店舗密度は高くなっていることをしめしている。
ところで， 店舗密度の増加傾向を， 開設年次別小売業商店数（中分類）
で， 54年現在の3,927店でとってみると，表7のようになっている。
表7 開設年別小売業商店数（中分類）
（自動車・自転車小売業を除く）
総 数 I 19年以前 20~29年 30~47年 48~50年 51年以降
3,927 338 543 1,561 522 963 
100.0 8.6 13.8 39.8 13.3 24.5 
資料：宮崎市の商業 (54年） 30ページ
すなわち，昭和19年以前はわずか8.6%, 30~47年が最も多く約20%，つ
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いで51年以降24.5％となっており，いずれにせよ， わが国高度経済成長期の
しかも， 48はじまる30年以降が全体で78％を占めているということである。
年秋からはじまる石油ショック期以降が全体の38％を占めている。
ii) 小売商業平均店舗規模とその変化率
49年と54年の平均店舗規模とその変化率は， つぎのとおりである。
49年小売商業平均店舗規模＝ 49年総売場面積CM)
49年商店数(T)
219,344rri 
2,979店
=73.6rri 
54年小売商業平均店舗規模＝ ＝ 54年同上(M)_ 257,105rri 
5坪同上(T) 3,778店 = 68. lri 
小売商業平均店舗規模の変化率＝ 54年 68.lni
49年 73.6五
=-7.5% 
49年の平詢店舗規模は73.6面にたいし， 54年は68.lriであるから， その差
はマイナス7.5％となっている。 総売場面積は 17％の増加であり，商店数の
増加は26.8％となっているから，両者の増加比較では商店数の増加が高い。
しかし，商店数と総売場面積の両年度における増加平均店舗規模は，つぎに
しめすように47.3rriとなっており，絶対値でみるかぎり売場面積の小規模店
舗の増加傾向となっているとみてよい。
増加平均店舗規模＝ 54年(M)-49年(M)
54年(T)-49年(T) 47.3rri 
つぎに，第1種大規模小売店総売場面積のシェアをみてみよう。
49年および54年の第1種大型店のシェアは， それぞれ48.6彩， 42.6%で，
その差6％のシェアの低下となっている。 49年から54年の総小売業売場面積
の増加は， 37,761五（増加率17%)で， うち第1種大型店の占める割合は
7.9％となっている。
49年第1種大規模店売場面積シェア＝49年第1種売場面積 106,618rri
49年総売場面積 219,344rri 48.6% 
54年第1種同上シェア＝ 54年同上面積 109,594ni
54年同上面積 257,105ni 42.6% 
この時期には， すでに改正大店法の動きが進行し，出店自粛の行政指導が
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おこなわれたのであって， そのことが効を奏した結果をもたらしたとおも
第1種大型店は 49年5月以降57年2月現在まで 2店われる。 宮崎市では，
(2, 976rrlと1,558rrl) となっている。
(8) 活動成果
宮崎市の小売商業の吸引度指数（通産省の大店法審査指標の便宜性指数と
同じもの）の49年と54年およびその変化率ならぴに経営効率面の指標として
売場効率とその変化率をみることにしよう。
i) 宮崎市小売業の吸引度指数とその変化率
49年， 54年の吸引度指数およびその変化率は， つぎのとおりである。
49年吸引度指数＝ 49年宮崎市商業人口(Pc)
49年宮崎市人口(P)
296,746人
224,002人 =1.3247 
5岬吸引度指数＝ 54年同上(Pc)＝ 356,485人5坪同上(P) 257,292人 =1.3855 
変化率＝ 54年吸引度指数
49年吸引度指数
1.0459 
その変化率も
4.6彩増となっている。 しかも， この指数でみるかぎり吸引度は高い傾向を
しめしている。宮崎市の行政人口は両年比で15彩増加し，商業人口はこれを
49年と54年のいずれも，吸引度指数は 1を上まわっており，
上まわる20彩の増加であり， その差は商業人口が 5％上まわっている。
ii) 売場効率とその変化率
経営効率面の指標として，ここでは売場効率とその変化率をみることにす
54年の売場効率およびその変化率はつぎのとおりである（ただ
し， 54年の小売総販売額における49年との対比で， 物価デフレート率0.624
の修正値を用いた）。
る。 49年，
49年売場効率＝ 49年宮崎市小売業
49年宮崎市小売
71,398百万円(S)
219, 344trl (M) 
=325,5071IJ 
5坪売場効率＝ 54年同上額 156,785百万円(S)
54年同上面積 257,105rrl (M) =609,809円
売場効率変化率 5岬 380,5211IJ
49年 325,5071IJ 16.9% 
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49年およぴ54年の1ri当り販売額（売場効率）は， それぞれ325,507円，
609,809円であった。売場効率変化率は実質値で16.9彩． 名目値で87.3％で
あった。
4. 宮崎市小売業諸指標相互の連関性
これまでの分析によって解明された諸指標とその相互の関連性，および49
~54年の時系列数値とその変化率は，つぎのとおりである。
われわれの分析視角によると，小売商業環境には人口および商業人口，商
業構造には店舗密度およぴ平均店舗規模，商業成果には吸引度および売場効
率性をそれぞれ規定するものとして関連づけ，さらに環境，構造および成果
の3ファククーが相互に関連するものとしてとらえている。
図2．および表8にしめしたそれぞれのファククー指標で平均店舗密度 (M
/T)の時系列指標の減少を除けば， 全休としては上向きの拡大傾向をしめ
している。
なお，本市の商業分析に必要とされる49~54年の時系列指標は，表8にし
めしておいた。
〈環境〉
人．口｛
49年＝224,002人
・(P) 54年＝257,292人
増加率＝15%
商業人口｛
49年＝296,746人
(Pc) 
54年＝356,485人
増加率＝20%
人口当り販売額
(S) 49年＝32万円
p) 54年＝61万円
増加率＝19%
図2
〈構造〉
店舗密度｛
49年＝0.01328
54年＝0.01468(T 司 増加率＝11%
平均店舗規模 49年＝73.6nlげ） ｛54年＝68.ld
T/ I減少率＝△7.5%
〈成果〉
吸引度｛
49年＝1.32
（ 
54年＝1.39
Pc 司 増加率＝4．6%
売場効率性｛
49年＝33万円
げ）
54年＝61万円
百 増加率＝17%
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指 標
人 ロ
商 業 人 口
商 店 数
店 舗 密 度
売 場 面 積
平均店舗規模
第1種大型店売場面積
同 シ 工 ア
吸 弓I 度 指 数
小売総販浅額
売 場 効 率
市民個人所得
1人当り市民個人所得
世 帯 数
1世帯当り個人所得
人口当り販売額
勤労者世帯1ヶ月実収入
同 実支出
純生産額構成比 (1次）
同 (2次）
同 (3次）
第 28巻第 1 号
表8 宮崎市商業分析指標
I記号単位I4 9年
p 人 224,002 
Pc 人 296,746 
T 店 2,979 
T/R 0.01328 
M ri 219,344 
M/T ni 73.6 
M1 ni 106,618 
M1/M 形 48.6 
Pc/P 1.3247 
s 百万円 71,398 
S/M 円 325,507 
y 百万円 247,886 
Y/S 円 1,106,624 
P1 70,359 
Y/P1 円 3,523,159 
S/P 円 318,738 
円 210,405 
彩 161,791 
彩 3.3 
％ 12.6 
彩 84.1 
I 5 4年
257,292 
356,485 
3,778 
0.01468 
257,105 
68.1 
109,594 
42.6 
1.3855 
156,785 
609,807 
409,622 
1,592,051 
84,003 
4,876,278 
609,366 
308,486 
247,853 
2.4 
16.4 
81.1 
（注1)小売販売額の増滅率では，デフ v-卜値0.624で修正している。
小売販売額，商店数，売場面積には，自転車・自動車，燃料を除く。
<54年の現代分析＞ Il型都市クイプ(1)
埴（減％率） 
14.9 
20.1 
26.8 
10.5 
17.2 
△ 7.5 
2.8 
△12.4 
4.6 
37.0 
16.9 
65.2 
43.9 
19.4 
38.4 
19.3 
46.4 
53.2 
△27.3 
30.2 
△ 3.6 
［吸引度指糠 (1.34以上）
売場効率性指標 (m嘩り65万円以下）］ →過密型広域吸引都市
<49年と54年との比較分析＞ ．1型都市クイプ(2)
［吸引度指標（＋）
効率性指擦(+)]→効率型成長都市
？ 
/ 
／ 
/ 
/ 
ヽ
ヽ
ヽ
→ 
？ 
,7' 
/ 
,7' 
？ 
,l' 
？ 
？ 
/ 
＼ 
/ 
ヽ
（注2)都市クイプの定義については， 九州流通政策研究会編「都市小売業の環境・構造・活
動成果」 (1982年度版），同研究会刊， 1982年， 1~7,397~409ページを参照せよ。
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5. 分析フレームに基づく類型化
(1) 宮崎市小売業の類型化
(231)231 
前節でしめされた諸指標相互の関連性から昭和54年の現状分析の活動成果
指標によって，本市の場合，つぎのように類型化される。
(2) 類型化による解析
宮崎市小売業の都市タイプは， 54年の現状分析の諸指標の相互廣連からみ
れば過密型広域吸引都市であり， 49年と54年との比較分析では，効率型成長
都市に類型化することができた。この指摘についての理論的解明を試みてい
くことにしよう。
まず，過密型広域吸引都市といわれる根拠には， 47年から49年に集中的に
進出した第1種大型店の影轡を無視することができない。たとえば表6にし
めされているように， 47年から49年の 3年間に 6万6,OOOrriの売場面積が一
挙に増加し，これは，第1種大型店全体の約6割に達する規模であったこと
をみても明白である。しかし，他方では商店数そのものの急速な増加も併発
している。ちなみに， 49~54年の商店数の増加は， 27％で799店に及び， ぅ
ち第1種大型店は 3店（売場面積1万9,000rri) にすぎず， この間総売場面
積の増加は， 3万7,761rriであるから， 第1種大型店を除く 1店当り平詢売
場面積は27.3rriという零細規模小売商店の増加を結果している。このような
帰結は， 1店当り平掏売場面積の低下をもたらしたことはいうまでもない。
事実，それは， 49年の 1店当り平均売場面積73.6riから54年の68.lriへの低
下をもたらしている。そして， 50年12月約3,000rriの第1種大型店の 1店の
開店を最後に56年11月までの6年間，第1種大型店の出店は完全にシャット
アウトされたのである。宮崎市小売業が過密型広域吸引都市に類型化される
のもこのような理由によると考えられる。
第2に，効率型成長都市という類型化については，前述の都市タイプと関
連して生じた問題である。そのひとつは， 49~54年における行政人口の伸ぴ
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は15彩であったのにたいして，商業人口の伸びはこれを超える20彩に達して
いる。また， 49年の行政人口と商業人口の開差は， 約7万3,000人で商業人
口が高く，その開差は， 54年には9万9,000人に及んでいる。 したがって，
この結果により，大型店の進出の影響は，吸引度指数を引き上げている。顧
客吸引力の上昇は，同時に大型店出店によってたんに集客力を引き上げるだ
けでなく，中小小売商についても投資機会を創出する。それは，さきにあげ
た約800店にも及ぶ中小零細商店数の増大にも如実にあらわれている。
宮崎市の小売商業における大型店の進出は，すでに前述したように， 47~
49年の期間に集中的におこなわれたことは，表6でもあきらかであり，その
面積は， 56年11月10日開店した西村楽器店・（1,558点）を含めた大型店総面
積の68彩を占めている。そして， 51年および54年における前年調査対比店数
増加実数は，表9にみられるように，それぞれ436店， 363店， 計799店とな
っている。宮崎市の場合，大型店出店ラッシュの47~49年の期間における小
売商店数の増加は，わずかに23店にすぎず，むしろ，大型店出店後に集中的
におこなわれていることが明白にしめされる。 その意味では， 大型店出店
は，小売業全体にとって， たしかに，若干のクイム・ラッグはあるとはい
え，中小商業の投資機会を増加させ，効率を引き上げているといってよい。
したがって，大型店の出店は，小売商業全休に及ぼすマイナスの影響をあた
表9 宮崎市小売商業統計表（店数・売場面積）
年／月 店 数(A)I売場面積(B)I前年比(A増’)加実数前年比（増B’)加実数| （1B店心当り） 
店 m ． 店 ni nf 
45.6 2,856 
47.5 2,956 165,533 100 
49.5 2,979 219,344 23 53,811 2,339 
51.5 3,415 226,264 436 6,920 16 
54.6 3,778 257,105 363 30,841 85 
資料：各年度商業統計表によろ。
（注）自動車・自転車，燃料を除く。
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える点も無視できないが，しかし他面では，宮崎市小売業全体にとってプラ
スの効果や効率を生じさせた結果を過少評価することはできないのである。
（付記） 私の身辺の事情から，尊敬する故安田信一先生の追悼号のための拙稿が全
くの稚拙なものに止ったことを深くお詫びするとともに，しかし，今後先生
の肉眼に触れる機会は失いましたが，先生の知的遺産と学問的ご遣志にそう
よう努力することを，ここに改めて先生の御霊にお誓いします。
（本稿は，九州流通政策研究会編 r九州流通白書」 1982年度版，に掲載され
たものを許可を得て転載した。）
（熊本商科大学商学部教授）
